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第 6期 第 2回創発セミナー 

アドバイザー会議「修士人材の価値をどう高めるか」 

大隅基礎科学創成財団 理事 

大谷 清  

 

大隅基礎科学創成財団は 2022 年 11 月 16 日午後 5 時からオンライン形式で財団アドバイザー

会議を開きました。テーマは「修士人材の価値をどう高めるか」。今後の日本のサイエンスと技術

開発の中枢を担うと期待される修士人材について、修士課程教育の実態と課題、修士人材の価値

を高めるための方策を企業側、アカデミア側双方の財団アドバイザーの議論を通じて探りました。      

出席者は企業側 7 人（紙面回答者を含めると 10 人）、アカデミア 6 人、財団側 5 人で、以下にそ

の要旨を報告します。 

まず理事長の大隅良典から次のような問題提起がありました。 

 

失敗を恐れず、人と違う研究に挑む研究者を増やさないと大変なことになる 

大隅基礎科学創成財団 理事長  

大隅良典 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「財団は 2020 年の 1 月に博士課程の議論をし、博士課程への進学者が激減していること、ま

たそのことが基礎研究力の低下に繋がっている現状を大学人として深刻に受け止めていると社会

に訴えた。修士課程は私の時代には博士課程とその先の研究者へ進む前期過程と捉えられていた

が、現在は就職予備校化して資質を磨く過程になっていない。日本の大学院の課題は何よりも人

材育成にあるはずなのに、現状は個人の判断に任されている。人材育成は企業にとっても決して

無関心ではいられない。 

小中高生との対話で生徒たちから最も多く受ける質問が、失敗したらどうしたらいいか。失敗
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を恐れる空気は研究でも広がっている。流行りのテーマ、手早く結果の出せそうな物を選ぶ傾向

が強い。これでは新しいものを生み出せない。このままでは数年先には大変なことになるかもし

れないと危惧している。流行ではないものに目を向け、失敗を恐れずチャレンジングなテーマを

追求する人材をどう育てていくか、大学と企業が一緒になって考えていってほしい。」 

 

ついで議論に入る前に、会議の準備資料として企業側アドバイザー 9 人からいただいた「修士

人材の採用割合、採用方法、選抜基準、大学院教育への期待」に関する回答を、司会役の大谷か

ら紹介しました。 

 

急増するキャリア（通年）採用、新卒定期の 3倍の企業も － 企業アンケート調査 

 

1. 採用数に占める修士の割合と今後の方針 

25％と回答した 1 社を除き、40−50％が 3 社、70−80％が 3 社、90−99％が 2 社あった。回

答企業のほとんどが技術系という背景もあるものの、修士人材が採用の中核であることが

わかる。博士採用を増やす企業も 2 社あった。 

2. 定期採用とキャリア（通年）採用の割合と今後の方針 

特徴的だったのは、少ない企業でも新卒定期採用者数の 30％、多くが 50−60％、つまり新

卒定期採用数と同等か上回る数をキャリア採用していた。定期採用の 2―3 倍ものキャリ

アを通年採用している企業が 2 社あった。 

キャリア通年採用の急増ぶりは経団連が昨 2021 年 1 月に発表した「採用と大学改革への

期待に関する調査」（381 社回答）でも明らかで、全体の 3 分の 1 強の企業が向こう 5 年間

に新卒定期採用者と既卒者の採用割合を 7：3 から多い企業では 5：5 にしたいと答えてい

た。キャリア通年採用の広がりは、現在の新卒定期採用の比重を減らし、ひいては修士学

生の就活にも影響を与える可能性が示唆された。 

 

企業の修士学生選抜基準はまず「論理性」と「コミュニケーション力」 

 

3. 修士学生を選抜する際の着眼点 

自由記述の回答をカテゴリー別に集計すると、最も多かったのが「論理性」「論理的思考力」

「ロジカルシンキング力」と「コミュニケーションスキル」。 

ついで「自律性」「主体性」「問題解決力」「課題設定力」「仮説思考力」「ストレス耐性」「困

難な場面での対処力」など。 

4. 修士人材の評価と大学教育への期待 

ほとんどの企業が「修士学生の質はここ数年変わっていない」との回答で、厳しい見方は

なかった。優良企業が多く、優秀な修士学生を採用できていることが背景にあるかもしれ

ない。ポジティブな評価として「プログラミングやデータサイエンスの知識やスキルを学

んだ学生が増えている」と、修士学生の DX スキルの高まりを指摘するコメントもあった。 

「大学への期待」はのちの議論につながるが、「じっくり腰を据えて研究し、イノベーショ

ンを起こすという熱意の醸成を期待したい」との意見があり、修士の早い時期から始まる

就活が研究教育に制約を生んでいる、とのアカデミア側の懸念とどう両立するか、古くて

新しい問題が提起された。 

 

次に実際にイノベーションを起こした実績を持つイノベーター12 人にアンケート調査した結

果を財団理事の野間から報告しました。 



 

 

 

 

Copyright © Ohsumi Frontier Science Foundation. All Rights Reserved.        3 

 

研究開発の基本的考え方は大学ではなく、企業で学んだ － イノベーター12人調査 

大隅基礎科学創成財団 理事 

野間 彰 

 
 
 
 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アンケートによると「修士で得たことがイノベーションの実現に貢献したか」との問いに対し

ては「yes」と答えた方は 3 人、残る 9 人は「企業で学んだ」と答えた。 

 また「修士の基礎研究の低下などの問題が企業のイノベーション力に影響しているか」との問

いには 1 人を除いて「入社後に教えればいい」として大きな問題としては捉えていなかった。 

 

フリーディスカッション 

 以上の会議前資料の紹介を踏まえてフリーディスカッションに移りました。まず修士教育にあ

たっているアカデミアの先生方から教育現場の生々しい実態が紹介されました。 

 

修士 1年生のうちに就職内定、周りの学生は焦り、浮き足立ち、教育研究に支障 

 

 「就活が M1（修士 1 年生）の 3 月ごろ、つまり M2（修士 2 年生）にあがる直前から始まる。

ちょうど研究が面白くなり始めた頃だが、学生はアカデミアに魅力なし、と見切って企業に惹か

れる。早い人は M1 の間に内定が出る、そうなると周りは焦り、研究に支障が出る」（東京大学） 

 「コロナ禍の 2 年間でインターンが急増した。M1 の夏前に内定をもらう学生も出た、周りの

学生は浮き足立たつ。流れから外れるのを怖がる学生が多く、研究時間が当然、短くなってしま

う」（九州大学） 

 「M1 で早くも就活、となると大学としてはそんな短期間で修士として仕上げるのはとても不可

能」（兵庫県立大学） 

 「1 社から内定が出ても就活はそれで終わらず、さらにいい会社を、と就活を続け、内定をもら
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った複数の会社の内定者研修から会合、懇談会の全てに出席して天秤にかける学生もいる。修士

教育の存続を脅かす事態が起きている」（静岡大学） 

 

キャリア通年採用の普及が修士の教育研究環境の改善につながる可能性 

  

これらに対して企業側アドバイザーからは当然のことながら「修士学生や先生方の気持ちは十

分理解できるが、企業も競争、いい人材を早め早めに接して早く取りたい。これは個別の企業ベ

ースでは解決しにくい問題」との反応がありました。 

その中でこの課題を解決する方法として、「キャリア（通年）採用がさらに広がれば、学生は慌

てて就職を急ぐことをせずにじっくり研究を続けられ、企業としてもより仕上がった人材が採用

できるようになるのでは」と、通年採用の普及が現下の就活による教育研究へのネガティブな影

響を和らげられるとの期待が企業側、アカデミア側双方から寄せられました。 

またある企業側アドバイザーからは「学部の 3 年生から研究室に自由に出入りして薫陶を受け

る機会を与えるようにすべきだ、その上で修士課程に進めば学生の意識も変わり、就職予備校化

も避けられる」とのアイデアが提案されました。 

 

さらにあるアカデミアの先生からは「今の修士学生の力が昔と比べて落ちたとは思わない、問

題は他人に遅れること、失敗することを極度に恐れるこことで、それが研究テーマを選ぶ上でも

簡単なものを選んでしまう傾向につながっている。私は研究テーマは自由に選ばせ、つまずいた

り失敗したら、なぜ失敗したか、解決方法はないか、を探らせるように指導している」との発言

があり、これに対して企業側から「学生の主体性、自立性を磨く教育方法だ」と評価する声が聞

かれました。 

 

修士社員を大学に派遣、博士号取得を促す企業が増えている 

 

次に、では企業は採用した修士学生の質を高めるためにどのような社内教育を施しているのか、

のテーマに移りました。 

アカデミア側出席者から、内閣官房教育未来創造会議が今年 4 月に発表したとされる報告書の

中に「企業は学ぶ機会を与えず、学生も学んでいない」との指摘があった、と紹介したのに対し、

企業側アドバイザーから一斉に「全く根拠のない指摘だ」と反論がありました。 

修士で採用した学生の社内教育で最も多かったのが「大学院に派遣して積極的に博士号を取得

させるようにしている」ことで、「大学との共同研究に参加させて博士号を取得させることが定番

の社内教育になっている」「ベンチャー企業に出向させるなど、社内教育の手段を多様化させてい

る」、「会社のガバナンスコードに、各社員にキャリアパスを提示、提供すること、と明記してあ

り、社内教育は取締役会で議論すべきテーマになっている」など、社内教育制度の充実を図って

いる現状が紹介されました。 

ただ日本企業の問題点として、博士号社員と学卒・修士社員との間に報酬の差がないこと、社

内教育の一環で大学院に派遣され博士号を取っても給与は上がらないことが指摘された。企業側

アドバイザーから「DX（デジタルトランスフォーメーション）人材は入社時から他より数 10％

高い給与が与えられ、DX スキルを点数化して報酬が上がっていく仕組みもできている。DR（博

士号）人材にもその価値を報酬に反映して博士号を取得すれば高い報酬と研究費に恵まれるとい

うインセンティブを用意すべきだ」との意見が出されました。 
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日本全体の基礎研究費をもっと増やし、基礎科学の振興を 

 

医療系公益財団法人のトップを務めるアドバイザーから「医療の進歩、革新は高い専門性に裏

打ちされた基礎研究の成果に負うところが大きい。ところが基礎研究を担う研究員の立場は大学

以上に厳しく、公的な競争的研究費に頼らざるを得ないため優秀な研究者でも 5 年間しか保証さ

れない。日本全体の基礎研究費をもっと増やして修士から博士への道を広げ、専門性の高い研究

者を育てなければいい研究は生まれない。基礎科学の振興を目指す大隅基礎科学創成財団と一緒

になって基礎研究の重要性を訴えていきたい。」との発言があり、２時間に及ぶ議論を締めくくり

ました。 

 

最後に理事の大谷が財団 5 年間の歩みを紹介、２時間に及ぶ会議を終えました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財団発足後の 5 年間はアドバイザー各氏の所属企業を含めた多くの企業、団体、個人からの寄

付に支えられ、基礎科学研究者への研究費支援などの活動を順調に進めることができました。「日

本の基礎科学の振興」という当財団の趣意に賛同して活動を支援していただく方、活動に参加す

る人の輪をもっと広げていきたいと思います。今後ともご支援、ご協力をお願いします。 

以上 

 

 

 

 

 


